
「原子力利用に関する基本的考え方」について【概要】

 原子力利用を続けるためには、国民の原子力への不信・不安に真摯に向き合い、社会的信頼を回復していくこと
が必須

東電福島原発事故：

原子力利用をめぐる環境：

国民生活や産業に影響を及ぼすエネルギーをめぐる状況：

 電力小売全面自由化等による競争環境の下で原子力事業の予見可能性を低下しているとの指摘がある
 農業・医療・産業等への放射線利用拡大の期待が高まっている

 温室効果ガスの排出削減目標を2030年度に2013年度比26％減に設定
 長期的に更に大幅削減するためには、現状の取組の延長線上では達成が困難であり、イノベーションによる解決

を最大限に追求することが必要とされている

地球温暖化問題を取り巻く環境：

 火力発電の焚き増しや再生可能エネルギー固定価格買取制度の導入等に伴って電気料金が上昇
 電気料金の上昇は、すべての要因にないにしても、国民生活及び経済活動に多大に影響

１．原子力を取り巻く環境の変化

 我が国では、特有のマインドセットやグループシンク（集団浅慮）、多数意見に合わせるよう強制される同調圧力、
現状維持志向といったことが課題の一つとして考えられる

 組織内で部分最適に陥り、組織内外を問わず、根拠に基づいて様々な意見を言い合える文化の構築も必要

従来の日本的組織や国民性の特徴が原子力利用にも影響：

２．原子力関連機関に継続して内在している本質的な課題
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 福島の着実な復興・再生の推進と東電福島原発事故の反省と教訓を活用
 安全確保において最重要な過酷事故の防止とその影響低減を図るため、原因・事象の究明と対応力の涵養
 日本的組織や国民性の弱点を克服した安全文化を確立

 リスクマネジメントの推進による自主的安全性向上の改善や、安全における客観性向上等により「予防型」の安全
確保へ移行

 ゼロリスクはないとの前提での安全への取組

 地球温暖化問題や国民生活・経済への影響を踏まえた原子力エネルギー利用の在り方

 競争環境の出現等により、事業期間全体で見れば運転コストは低廉であるものの、事業の予見可能性が低いと
判断される可能性もあるため、原子力発電の特性を活かせるよう、課題解決に向けた措置の検討が必要

 温室効果ガス削減のみならず国民生活や経済面、安定供給面でも原子力発電は必要であると考えている。長期
的に果たし得る位置づけを明らかにし、必要な対策を検討すべき

 核燃サイクル政策を踏まえた上で、高速炉開発においては、商業化ビジネスとしての成立条件や目標を設定し、
その在り方や方向性の検討が必要

「原子力利用に関する基本的考え方」について【概要】

４．重点的取組とその方向性

３．原子力利用の基本目標

 東電福島原発事故の反省と教訓を真摯に学ぶ

 地球温暖化問題や国民生活・経済への影響を

踏まえた原子力エネルギー利用を目指す

 国際潮流を踏まえた国内外での取組を進める

 原子力の平和利用の確保と国際協力を進める

 原子力利用の大前提となる国民からの信頼回復を目指す

 廃止措置及び放射性廃棄物への対応を着実に進める

 放射線・放射性同位元素の利用による生活の質の一層の向上

 原子力利用のための基盤強化を進める

原子力利用に当たっては、平和利用を旨とし、安全性の確保を大前提に国民からの信頼を得ながら、原子力技術が

環境や国民生活及び経済にもたらす便益の大きさを意識して進めることが大切である。
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 原子力利用の基盤強化

 廃止を決定した研究炉等について、計画性をもって放射性廃棄物の処理・処分と一体的に廃止措置を進める
 現世代の責任による放射性廃棄物処分の着実な実施
 放射性廃棄物に関する保管・処理・処分状況を政府が一元的に把握し、総合的な対策を推進するための仕組み

の構築。高レベル放射性廃棄物に係る国が前面に立った取組等の継続

 原子力科学技術の探求と基礎研究・イノベーションの推進
 知識基盤や技術基盤、人材といった基盤的な力は原子力利用を支えるものであり、その強化を図る
 研究開発機関と原子力事業者がそれぞれの役割の違いを認識及び尊重した上で連携し、厚い知識基盤を構築

 立地地域に限らず消費地の方々が科学的知見や事実（根拠）に基づき理解を深め、それぞれの意見形成が不可欠
 疑問に思った時に、自ら調べ、理解を深められる、科学的知見や事実（根拠）に基づく情報体系を整備
 科学的知見や事実（根拠）に基づいた双方向の対話を進める。その際、国民と原子力関係者を橋渡す役割が重要

「原子力利用に関する基本的考え方」について【概要】

 原子力利用の前提となる国民からの信頼回復

４．重点的取組とその方向性

 廃止措置及び放射性廃棄物への対応

 放射線・放射性同位元素の利用の展開

 量子ビームを含め放射線及びラジオアイソトープをさらに活用していくための基盤整備
 新たな技術シーズの発掘や技術の高度化とともに、放射線影響の研究にも注力

 国際潮流を踏まえた国内外での取組
 国際的知見や経験を収集・共有し、国際感覚の向上に努め、グローバル・スタンダードである仕組みの導入
 グローバル化の中での国内外の連携・協力の推進

 平和利用と核不拡散・核セキュリティの確保

 核不拡散・核セキュリティ分野での貢献
 プルトニウム利用に関する国際的な説明責任、プルトニウムの管理とバランス確保、プルサーマルでの対応
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